
参考１ 

≪令和７年度の推薦等に係る主な留意点等について≫ 

 

令和７年度における職業実践専門課程の推薦等に係る主な変更点や留意点は以下のとおりです

ので、各手続きにおいて御留意ください。 

 

●令和７年度における職業実践専門課程の推薦等に係る変更はありませんが、下記の対応につい

ては引き続きご注意いただくようお願いいたします。 

 

 

１．フォローアップについて 

実施要項５（８）に基づく、職業実践専門課程として既に認定された専修学校の専門課程が、

認定後も引き続き認定要件を満たしているかの確認（フォローアップ）については、実施に向け

た検討のため、令和７年度は実施しないこととします。 

 

２．既認定学科の分野を変更した場合の対応（※令和６年度変更分再掲） 

既に職業実践専門課程に認定されている学科の分野を別の分野へと変更する場合は、原則とし

て認定は引き継がれるものとして扱い、再度の申請は不要です。ただし、「課程名」の変更（課程

の分野の変更）が生じるため、名称変更の手続きを行う必要がありますので、別紙様式５による

手続きをお願いします。 

 特に、修学支援新制度における理工農系の支援の観点から、既に職業実践専門課程に認定され

ている学科を工業分野・農業分野に分野変更した場合においても、この手続きが必要になります

ので、十分ご注意ください。 

 

３．職業実践専門課程の実態調査への協力依頼（※令和６年度より引き続きのお願い） 

職業実践専門課程の認定に向けて申請いただく様式のうち、別紙様式１－１の記載内容につい

て、今後の職業実践専門課程の認定要件の検討等のため、文部科学省において個別の学校が特定

できない形にて統計的に収集・分析いたします。 

ついては、別紙様式１を含むエクセルファイルについて、各学校において都道府県への申請時

に、別途以下のフォルダへのデータのアップロードへのご協力をお願いします（本件については、

令和７年 12月 12日（金）まで提出を受け付けます）。 

 

https://mext.ent.box.com/f/4471765985dd44d7a4d17de097a74121 

 

収集・分析に当たっては、業務委託先である一般社団法人専門職高等教育質保証機構及び株式

会社三菱総合研究所に情報を提供しますので予めご了承ください。なお、両団体に提供した情報

は、収集・分析のみに使用し、今年度末時点で判読不能な形式で廃棄いたします。 

 


